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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

本研究では、宅配便業界におけるコーポレートブランドの形成要因を研究テーマとする。

またベンチマークとして業界のリーディングカンパニーである、ヤマト運輸を中心に考

察し、ブランド論の視点から研究を進める。また、実態調査（インター ネット  N＝ 400）

を実施し、定量的に分析を行った。  

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

【調査目的】  

本調査研究の目的は、昭和 50 年代初頭に誕生して以来、類例を見ない急激な成長を遂げ

てきた宅配便市場において、リーディング カンパニーである、ヤマト運輸のコーポレート

ブランドを取り上げる。日経リサーチ等のコーポレートブランド調査で、他業態を含めた

評価でも、ヤマト運輸は、常に上位にランキングされている。同業他社（日通・佐川・郵

政）との評価を比較しても、ヤマト運輸が同業他社を圧倒している。では、どのようにヤ

マト運輸は、現在のようなコーポレートブランドを形成したのか、その要因をブランド論

の視点から考察することが本調査研究の目的である。  

【調査研究の背景】  

「宅配便」を業界として分類すると、運輸業（国内）の中に属する。その業界において、

明確なコーポレートブランドを形成している企業は、ヤマト運輸のみと言っても過言では

ない。しかし、ヤマト運輸のコーポレートブランドについて、ブランド論の視点からの研

究事例は皆無であるため、本調査研究は、ブランド論の見地から宅配便業界を研究すると

いう、非常に意義のあるものである。そして、宅配便企業においても、充分なプロセスを

踏むことで、ブランド構築は可能であり、それが激化する市場環境の中で、大きな競争優

位のエンドサーになることを示唆するものである。  

【調査研究方法】  

先行研究としては、 D・ A・アーカー提唱の理論で ある「ブランドエクイティ」・「ブラ

ンドアイデンティティ」を調査研究の軸とし、ケラーや簗瀬などのブランド理論を参考に

結論を導き出す。ヤマト運輸については、故小倉昌男氏の著書などを参考資料として扱い、

各社の CSR 報告書や企業インタビューの内容を調査研究の材料としても扱う。  

また、ブランド分析のフレームワークについては、ブランドエクイティ（認知・知覚品

質・連想・ﾛｲﾔﾘﾃｨ）とブランドアイデンティティ（ＶＩ（ ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ）・ＭＩ（ ﾏｲﾝﾄﾞ）・ＢＩ

（ ﾋﾞﾍｲﾋﾞｱ））を中心に考察する。  

検証データについては、インターネット調査（ｎ＝ 400）を実施した。また、比較企業

としては、宅配便市場でのシェア順に３社（２位：佐川急便・３位：日本通運・４位：日

本郵政）を選定した。※宅配便市場は約 88％（ 2006 年度）を４社で占める寡占市場であ

る。  

【仮説・検証】  

ヤマト運輸のブランド形成要因としては、消費者自身が主観的に感じ取る総合的な品質

とされる「知覚品質」に属する要素が同業他社に比べ、競争優位性を発揮し、コーポレー

トブランドが形成されたと、仮説として設定した。  

また、宅急便の「知覚品質」の定義は、以下の２つとした。  

１．  宅急便（日時指定の信頼感や荷扱いの安心感）。   

２．  配送員の質（接客態度やサービスレベル）。  

【検証結果】  

ヤマト運輸と同業他社３社の比較では、全ての項目で、ヤマト運輸が圧倒的に支持される

結果となり、「知覚品質」に属する全ての項目でも、仮説を支持する結果となった。  

 

【結論】  

 ブランド価値の構成要素          

ブランド価値＝  素材・技術価値   ×  情報化価値   ×  関係化価値  

         （ 宅 急 便 ）                （ Ｓ Ｄ と の 関 係 ） 

   出所：簗瀬允紀（ 2006）『ブランドマーケティングマネジメント入門』Ｐ 36 
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研究成果の概要 つ づ き  

調査結果から、Ｄ・Ａ・アーカー提唱理論である、「ブランドエクイティ」・「ブランド

アイデンティティ」に加え、本学簗瀬教授によって示された、表１「ブランド価値の構

成要素」を用いながら、ヤマト運輸のコーポレートブランド形成の要因を分析し結論と

する。                        

ヤマト運輸の圧倒的な競争優位性は、セールスドライバー（ＳＤ）といわれる、「配送

員」を戦略のコアに位置づけ、顧客とのコミュニケーション（関係化価値）に重点を置

き、それが、競合他社との差別化となり、ブランドが形成された。一方、ブランドエク

イティからブランドアイデンティティへの発展プロセスを、ヤマト運輸自らが、設計し、

継続性をもって実行した。その結果、消費者からは、宅急便（素材価値）の連想に、Ｓ

Ｄとの関係から信頼性や安心感（関係化価値）が形成され、そこから派生する組織連想

のエンドースも担保され、現在のコーポレートブランドが形成されたといえる。  

また、今日あるヤマト運輸コーポレートブランドの要点を、以下の ３つにまとめた。  

１．「荷物を確実（指定日時・安全）にお届け」するなどの、機能面での確実性に加え、

ヤマト運輸にて確立された、セールスドライバー（ＳＤ）の存在が大きなポイントにな

っている。考え方の基礎は、宅急便をサービス業として捕らえ、ＳＤの雇用や教育、企

業マネジメントを行なったことで、競争優位性の源泉である「知覚品質」が形成されて

いった。  

 ２．次にＣＳＲ活動である。４社のＣＳＲ報告書を比較した結果、ヤマト運輸は「安

全」への取り組みとして、「駐停車時ハンドルの左切り」という、具体的な行動が明記さ

れ、 98％の割合（ n=130 台）で実施されていた。このことは、従業員と企業のコミュニ

ケーションが良好な状態と考えられ、アイデンティティの高さを物語っている結果でも

ある。  

３．アメリカＵＰＳ社との比較。米国では、No１の宅配便企業（ 2002 年には、アメリ

カの国民総生産にあたる 6％の物資を輸送）であり、ブランド再構築を成功させた企業

として、世界的にも多くの文献で紹介され、評価を収めている。  

両社の共通点としては、自社の製品や価値を消費者に提供できるだけの、ブランドエ

クイティとブランドアイデンティティを創り上げたことを市場に 認識させ、ブランドプ

ロミスを企業戦略として徹底したことである。そのことが、他社との差別化になりブラ

ンドロイヤリティを向上させ、現在に至っていると言える。  

 最後になるが、見逃せない点がもう 1 つある。ヤマト運輸には、元社長「故小倉昌男

氏」から、脈々と受け継がれる、企業文化の遺伝子が存在し、組織への浸透度は驚愕す

る。それは、市場原理が持つ合理性を尊重しつつ、人間性を最高の価値とする人間原理

を戦略の核にした結果ともいえる。そして、コーポレートブランド形成に「人間原理」

は、重要な要素であることを示唆する内容でもある 。  
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